
(単位：千円）

2 1 1
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(単位：千円）

2 1 13

19

根拠法令

区分 金額
県 住宅用太陽光発電導入促進事業補助金 7,800 負担金補助 11,700

事業の概要
　家庭における地球温暖化防止対策として、省エネルギー化の促進を図るために
住宅用太陽光発電システム等の設置費の一部を助成する。
　・太陽光発電システム　１ｋｗ当たり３万円（上限１２万円）
　・その他省エネ設備（LED照明等）経費の1/2を助成（上限７万５千円）

事業の必要性
　太陽光発電は、枯渇しない自然エネルギーを活用するシステムであり、二酸化炭
素の排出量削減の効果が高く、地球温暖化防止に寄与できることから市民のニー
ズは高まっており、太陽光発電をより多く普及させるため必要である。

　本年６月以降、予想以上に申請件数が増加しているため、国の補助制度が締め
切られる１２月下旬までの予定申請件数分に対して補正予算を計上して対応するも
の。

積算根拠
　当初申請見込み　　 　　 １４０件
　実績による申請見込み　２００件
　不足見込み　　　　　　　　 ６０件
　　195千円×６０件＝11,700千円

財源名 金額

11,700 39,127 0 7,800 0 0地球温暖化対策事業 環境政策課 総務費 総務管理費 環境対策費 27,427

及び交付金

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令 　災害対策基本法第5条第1,2項、同法第7条第2項

3,900

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

区分 金額
県 鳥取県防災危機管理対策交付金 840 負担金補助 1,680

事業の概要
　①自主防災組織が、災害発生時に備えて、情報の収集、消火、避難救出等を迅
速かつ的確に行うことができるよう防災訓練、講習会等の活動を独自に実施する
事業に対して補助する。
　②自主防災組織が災害発生時に備えるために必要な防災資機材を整備する事
業に対して補助する。

事業の必要性
　市民がそれぞれの立場、役割に応じて防災意識を自覚し、隣保協同の精神に基
づく自主的な防災活動を行うことにより、災害による被害の防止及び軽減を図るた
めに必要である。

　住宅用火災警報器の普及を図るため、自主防災組織における共同購入を防災資
機材整備事業の対象としたところ、共同購入及び防災訓練等実施事業による補助
申請が当初の予想を上回る見込みのため、補正予算を計上して対応するもの。

積算根拠（10月～3月申請見込）
　防災資機材整備事業　50千円×5件×6月＝1,500千円
　防災訓練等実施事業　10千円×3件×6月＝  180千円
　計　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,680千円

財源 財源名 金額

1,680 3,413 0 840 0 0自主防災組織育成事業 防災安全課 総務費 総務管理費 一般管理費 1,733

及び交付金

補正額 計

補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前

840

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節



(単位：千円）

2 1 13

13

(単位：千円）

2 1 18

23

根拠法令 老人保健法

区分 金額
償還金利子 1,089

　平成22年度老人保健事業の清算に伴う社会保険診療報酬支払基金への医療給
付費負担金の返還金

　平成22年度老人保健事業の清算に伴い、社会保険診療報酬支払基金に対して
医療給付費負担金を返還しなければならないため。

内容
　返還金額　1,088,305円

財源 財源名 金額

1,089 1,089 0 0 0 0返還金（保険年金課） 保険年金課 総務費 総務管理費 諸費 0

及び割引料

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

1,089

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

区分 金額
県 電気自動車充電設備導入補助金 1,707 委託料 440

事業の概要
　中海圏域定住自立圏の環境保全に向けた取組として、電気自動車の購入及び
急速充電器等の整備を行うもの。
　購入した電気自動車は、平日は公用車として使用し、閉庁日は観光客や一般市
民等に貸し出す。

事業の必要性
　地球温暖化防止対策において、自家用車から排出されるCO2の削減は喫緊の行
政課題であり、課題克服に向けた有効な手段のひとつとして、電気自動車の普及
促進及び初期需要の創出を図ることが必要である。

　
　

　中海市長会の取組として、電気自動車のレンタル事業の運営方法、諸費用が具
体的に決まったため、必要な経費を計上して対応するもの。

積算根拠
　　レンタル事業委託料
　　（メンテナンス及び保険料含む。）　　２２０千円×２台＝４４０千円

財源 財源名 金額

440 17,003 0 1,707 0 △ 1,267電気自動車・急速充電器整備事業 環境政策課 総務費 総務管理費 環境対策費 16,563

諸収入 中海市長会交付金 △1,267

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

0

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他



(単位：千円）

3 1 3

13

(単位：千円）

3 1 3

19

区分 金額
負担金補助 100

事業概要
　鳥取県内で実施される障がい者の大会の開催経費の一部を補助するもの。

事業の必要性
　大会を通じて、障がい者がお互いの理解と親睦を深めると共に、様々な機会をと
らえて、積極的に社会参加する意欲を喚起するため、必要である。また、これらの
大会を通じて市民の障がい者に対する正しい理解を啓発することができるととも
に、災害時の障がい者への支援のあり方について認識を促す機会とし、米子市の
障がい者支援の取組の姿勢を示すため、事業の実施が必要である。

　第５回全日本challengedアクアスロン皆生大会の前夜祭に、東日本大震災の中で
支えあい、地域生活を送る障がい当事者（大会招待選手）及びその支援者を招き、
被災地の様子や障がい者の置かれている現状、復興へ寄せる思いを語っていただ
くほか、音楽演奏を通じ参加者との親睦を深める交流会を開催する経費を補助する
ため、補正予算を計上し対応するもの。

内　容
　アクアスロン皆生大会開催費補助金
　（東日本大震災復興特別支援交流会開催事業）　100千円
　内訳
　　交流会に参加する障がい者及び随行者の旅費、宿泊費及び移動経費

財源 財源名 金額

100 881 0 0 0 0福祉大会等開催助成事業 障がい者支援課 民生費 社会福祉費 障がい者福祉費 781

及び交付金

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令 障害者自立支援法

100

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

区分 金額
委託料 2,333

　障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律が平成２２
年１２月１０日に公布されたことに伴い　①グループホーム・ケアホーム利用の際の
助成制度、　②重度視覚障害者に対する移動支援の個別給付化（同行援護）　が
創設され、これらに係る障害者自立支援給付支払等システムの改修を行うもの。

　①グループホーム・ケアホーム利用の際の助成制度、　②重度視覚障害者に対す
る移動支援の個別給付化（同行援護）　については、平成２３年１０月以降に支援の
給付を開始する。また、そのほかにも平成２４年４月１日までの間において政令で定
める日から施行される支援メニューがあるため、①②のシステムの改修とあわせて
そのメニュー部分のシステムの改修を行う必要があり、補正予算を計上し対応する
もの。

積算根拠
　制度改正に伴う障害者自立支援給付支払等システム改修業務
　　システム改修費　　2,221千円　×1.05　≒　2,333千円

財源 財源名 金額

2,333 9,037 0 0 0 0障がい者支援事務費 障がい者支援課 民生費 社会福祉費 障がい者福祉費 6,704

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

2,333

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他



(単位：千円）

3 1 6

28

(単位：千円）

3 1 6

2
4
11
12
13

根拠法令

役務費 20
委託料 19,520

40
需用費 20

区分 金額
国庫 ２４時間対応の定期巡回・臨時対応 20,000 給料 400

事業の概要
　平成２４年度以降の本格実施に向けたモデル事業で、①定期巡回サービス事
業、②随時の対応サービス事業を事業者に委託し実施するもの。

事業の必要性
　平成２４年度以降の介護保険第５期計画において、国で本格実施予定の事業形
態の一つであり、地域密着型指定（米子市指定）の形態が想定されるため、モデル
事業として実施し、データを収集することが必要である。

　１事業所は６月補正後に選定済みであるが、追加協議により新たに２事業所を選
定するため、補正予算を計上し対応するもの。

積算根拠
　給　料　人件費支弁分　@40千円×5か月×2事業所＝400千円
　共済費　共済費支弁分　@4千円×5か月×2事業所＝40千円
　需用費　消耗品費　　20千円
　役務費　通信運搬費　20千円
　委託料　実施委託料　定期巡回訪問サービス　7,840千円
　　　　　　　　　　　　　　随時の対応サービス　10,920千円
　　　　　　　　　　　　　　自動車燃料費　450千円
　　　　　　　　　　　　　　携帯電話　200千円
　　　　　　　　　　　　　　事務経費　110千円

財源 財源名 金額

20,000 40,000 20,000 0 0 0
２４時間対応の定期巡回・随時対応サー
ビス事業

長寿社会課 民生費 社会福祉費 老人福祉費 20,000

サービス事業 共済費

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令 介護保険法

0

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

区分 金額
繰出金 2,178

事業の概要
　介護保険事業特別会計において実施する要介護認定事務に係る経費を一般会
計から繰り出すもの。

事業の必要性
　認定申請から要介護認定までの日数を短縮し、円滑サービス実施を行うため、必
要である。

　介護保険事業特別会計において認定調査等事務費を追加することに伴い、繰出
金を計上するもの。

内容
　事務費繰出金　2,178千円
　認定調査員２名の配置経費（平成23年10月から24年3月まで）

財源 財源名 金額

2,178 1,534,994 0 0 0 0介護保険特別会計繰出金 長寿社会課 民生費 社会福祉費 老人福祉費 1,532,816

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

2,178

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他



(単位：千円）

3 1 6

19

(単位：千円）

3 1 6

9
13

根拠法令 介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律

1,138

区分 金額
国庫 介護保険事業費補助金 1,225 旅費 87

事業の概要
　認知症の人の福祉を増進する観点から、市民後見人の養成等、成年後見制度
の普及啓発を事業委託するもの。

委託内容
　市民後見人養成研修会の開催（３回）
　成年後見制度普及啓発事業（普及啓発イベントの開催）

　地域における市民後見人制度の普及啓発のため、必要となる経費を計上して対
応するもの。

積算根拠
　旅費　　 先進地視察等旅費　@43,100×1人×2回＝86,200円
　委託料　市民後見人養成研修会　　278,160円
　　　　　　　成年後見制度普及啓発事業　799,200円
　　　　　　　事務費　60,000円

財源 財源名 金額

1,225 1,225 1,225 0 0 0市民後見推進事業 長寿社会課 民生費 社会福祉費 老人福祉費 0

委託料

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

0

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

区分 金額
県 鳥取県介護基盤緊急整備事業補助金 12,527 負担金補助 12,527

事業の概要
　介護施設が行う、地震等防災対策上必要な補強改修等に対し、補助を行うもの。

事業の必要性
　介護保険サービスを提供する施設・事業所では、利用者が介護を要する方であ
る点から自力での避難・危険回避が困難な場合が多い。施設・事業所の中には老
朽化が進んでいるものや、耐震化が義務付けられた以前に整備されたものも多い
ことから、利用者の安全を確保するために、改修を要するものに対し支援する必要
がある。

　グループホーム１事業所、小規模多機能型居宅介護事業所１事業所から、冷暖房
設備等の改修等の事業実施希望があったため、補正予算を計上し対応するもの。

積算根拠
　グループホーム　１事業所　冷暖房設備の改修　　 　6,038千円
　小規模多機能　　１事業所　屋根改修、空調機改修　6,489千円

財源 財源名 金額

12,527 12,527 0 12,527 0 0
小規模介護施設防災補強改修等支援
事業

長寿社会課 民生費 社会福祉費 老人福祉費 0

及び交付金

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

0

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他



(単位：千円）

3 2 1
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(単位：千円）

3 2 3

15

根拠法令

区分 金額
地方債 児童福祉施設整備事業債 3,400 工事請負費 4,500

事業概要
　さくら保育園と西保育園の施設改修を行うもの。

　5月中旬の大雨により、施設改修の必要が生じたため対応するもの。

積算根拠
　　さくら保育園便所改修工事　　　　　1,100千円
　　西保育園屋上防水改修工事　　　　3,400千円
　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,500千円

財源 財源名 金額

4,500 625,275 0 0 3,400 0保育所措置事業（公立） こども未来課 民生費 児童福祉費 児童措置費 620,775

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

1,100

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

区分 金額
県 放課後子どもプラン推進事業費補助金 984 委託料 1,477

事業の概要
　本年度、運営を委託している崎津なかよし学級に障がいを持つ児童が入級した
ため、担当職員を1名配置するもの。

事業の必要性
　きめ細やかな支援をすることで、なかよし学級全体の運営の円滑化を図るため、
事業実施が必要である。

　新たに障がい児が入級したことにより、職員を加配する必要が生じたため、必要な
経費を計上し対応するもの。

積算根拠
　　障がい児受入加算　　　　　　　　　　 1,472,000円
　　障がい児受入加配職員健康診断料　　　 4,200円
　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,476,200円

財源 財源名 金額

1,477 83,727 0 984 0 0放課後児童対策事業（なかよし学級） こども未来課 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 82,250

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

493

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他



(単位：千円）

4 1 1

8

(単位：千円）

4 2 3

11

根拠法令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第５条第６項

区分 金額
需用費 854

事業の概要
　米子駅前東広場の公衆便所の修繕を行うもの。

　米子駅前東広場（だんだん広場）の公衆便所の屋根の支柱にタイルのはがれ等
があるため、その修繕に係る経費を計上し対応するもの。

　積算根拠
　米子駅前東広場公衆便所　屋根支柱修繕料　一式
　　　813,000円　×　1.05　＝　853,650円

財源 財源名 金額

854 1,802 0 0 0 0し尿処理事業（環境政策課） 環境政策課 衛生費 清掃費 し尿処理費 948

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令 母子保健法第９、１０、１４条

854

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

区分 金額
県 安心子育て支援サービス体制緊急整備 300 報償費 300

事業概要
　　妊婦、乳幼児及びその養育者を対象とする各種相談及び子育て支援教室等を
実施するもの。

事業の必要性
　　近年の核家族化、地域連帯意識の希薄化、育児情報のはんらん、女性就労率
の上昇等、育児環境が変化している状況において、次世代を担う子どもたちが心
身ともに健やかに育つことができるよう、妊婦、乳幼児及びその養育者を対象にし
た各種支援事業を実施する必要がある。

補正理由
　よなごっこキッズヘルスプロジェクト事業として実施予定の子育て講演会及びＤＶ
Ｄ作成の内容の見直しを行ったところ、講師謝金等の報償金が不足するため、補正
予算を計上し対応するもの。
　
積算根拠
　報償金（よなごっこキッズヘルスプロジェクト事業分）
　　平成２３年度当初予算額　　 65千円
　　事業内容変更後の額　　　  365千円
　　差引　　　　　　　　　　　　　　300千円

財源 財源名 金額

300 2,917 0 300 0 0母子保健事業 健康対策課 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費 2,617

事業費補助金

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

0

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他



(単位：千円）

6 1 2

19

(単位：千円）

6 1 3

19

根拠法令

区分 金額
県 チャレンジプラン支援事業費補助金 2,200 負担金補助 3,300

事業の概要
　意欲ある農業者等が作成した特色ある営農プランの目標達成支援を行うことに
より、元気のある農業者等を育成し、地域農業の振興及び活性化を図るもの。

事業の必要性
　プランを実現するために実施する施設・機械整備等により、生産の安定化・生産
性を向上し、野菜・特産物の産地としての更なる発展のため必要である。

　当初予定されていた営農プランに加えて、JA鳥取西部の人参産地再生プランが
実施される見込みであることから、補正予算を計上し対応するもの。

積算根拠
　人参選果場におけるカメラ選果システム改修
　事業費　6,600,000円×１/２（補助率）＝3,300,000円

財源 財源名 金額

3,300 14,067 0 2,200 0 0チャレンジプラン支援事業（園芸作物） 農林課 農林水産業費 農業費 農業振興費 10,767

及び交付金

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

1,100

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

区分 金額
負担金補助 2,665

事業の概要
　農業者だけでなく、地域住民、自治会などの非農家も参加した活動組織が取り組
む農地・水路等の保全活動に加えて、老朽化した農業用施設の長寿命化のため
の補修、更新を行う向上活動を支援する。

事業の必要性
　農業に従事する人が少なくなっている状況から、農業用施設の保全管理が十分
に行えていない状況にある。このため、農業用施設の補修、更新を行い、農業生産
環境を整えていく必要がある。

　国の制度が拡充されたことに伴って活動組織に事業説明会を行ったところ、取組
活動組織が確定したため、補正予算を計上し対応するもの。

積算根拠
　向上活動に取り組む活動組織の農地面積により積算
　　田　440円×23,477a×1/4＝2,582,470円
　　畑　200円× 1,636a×1/4＝    81,800円
　　計　　　　　　　　　　　　　　　   2,664,270円

財源 財源名 金額

2,665 10,016 0 0 0 0農地・水・環境保全向上対策事業 農林課 農林水産業費 農業費 農業総務費 7,351

及び交付金

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

2,665

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他



(単位：千円）

6 1 4

19

(単位：千円）

7 1 2

13

根拠法令

区分 金額
国庫 緑の分権改革調査委託金 24,755 委託料 24,755

事業の概要
　米子市の中心市街地商店街において、クリーンエネルギーを地域づくりに活かし
たモデル事業として、太陽光発電により電力を供給した電気自動車のシェアリング
実証実験を行うもの。

事業の必要性
　米子市の中心市街地商店街において、住民コミュニティ力とクリーンエネルギー
を活用し、新たな町の活力としていくため必要である。

　市中心部で地元の高齢者や商業者が電気自動車（ＥＶ）を交互に使う「カーシェア
リング」の実証実験について、総務省の「緑の分権改革」調査事業に応募したとこ
ろ、平成２３年８月４日に事業採択が決定したため、必要な経費を計上し対応するも
の。

積算根拠
　高齢者専用マンションでのＥＶカーシェアリング  　 2,480千円
　商店街従事者によるＥＶカーシェアリング　　　　 　　4,685千円
　ＥＶのエネルギー地産地消調査　　　　　　　　　 　　17,590千円
　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　24,755千円

財源 財源名 金額

24,755 24,755 24,755 0 0 0
緑の分権改革・電気自動車シェアリング
モデル事業

経済戦略課 商工費 商工費 商工業振興費 0

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

0

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

区分 金額
地方債 農道整備事業債 3,500 負担金補助 3,500

事業の概要
　大山広域農道の橋りょうの補修と耐震補強整備を実施する県事業に対する市負
担金。

事業の必要性
　地域の作物を効率的に運搬する道路として重要な役割を果たす農道であるととも
に、県の地域防災計画で緊急輸送路に指定されている県道米子大山線上の橋りょ
うであるため、緊急的な対策が必要である。

　修山橋の改修が鳥取県において６月補正で予算措置されたことから、県営事業負
担金について補正予算を計上し対応するもの。

事業計画
　　事業費14,000千円×25%（市負担割合）＝3,500千円

財源 財源名 金額

3,500 3,500 0 0 3,500 0県営広域農道保全対策事業負担金 農林課 農林水産業費 農業費 農地費 0

及び交付金

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

0

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他



(単位：千円）

8 2 6

13

(単位：千円）

8 5 1

12
13
15

根拠法令

381
工事請負費 20,000

区分 金額
役務費 450

　事業の概要
　住宅に困窮する市民に対して低廉な家賃で公営住宅を供給することにより、市民
生活の安定と社会福祉の増進に寄与する。

　事業の必要性
　市民の安全・安心を確保するため、円滑・適正な市営住宅の管理を行う必要があ
る。
　

　家賃滞納に伴う明渡等裁判の件数及び強制執行に伴う目的外動産処分の件数
が当初見込みを上回るため、補正予算を計上して対応するもの。また、住宅の老朽
化に伴う建物損傷のうち早急に修繕が必要な箇所について、補正予算を計上し対
応するもの。

積算根拠
・市営住宅明渡等訴訟費用の追加
　　　強制執行に伴う動産処分費用等　・・・　@150千円×3件　　　450千円
　　　弁護委託着手金　　　　　　　　　　  ・・・  @126千円×1件　　　126千円
      弁護委託成功報酬 　　　　　　　　　・・・  @162千円×1件　　　162千円
　　　強制執行委託着手金　　　　　　　　・・・  @ 63千円×1件　　　  63千円
　　　強制執行諸経費　　　　　　　　　　　・・・　@ 30千円×1件　　　  30千円

・市営上福原住宅外壁改修工事
　　　一  式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　         20,000千円
　
　

財源 財源名 金額

20,831 132,633 0 0 0 0市営住宅管理事業 建築住宅課 土木費 住宅費 住宅管理費 111,802

委託料

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

20,831

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

区分 金額
委託料 5,000

　和田町内の国道431号に通じる道路が狭あいであるため、緊急時の対応が憂慮
されていたが、国道431号沿いに側道を整備、集約することによって、救急・緊急道
路としての機能をもたせ、安全性を確保するもの。
　また、本路線の側溝を整備することにより、雨水処理も図られることから、住民の
生活の安定につながる。

　当該道路の整備のための防衛省の補助採択を受けるための準備として、ルート
の決定及び費用便益分析による事業評価が必要となることから、道路概略設計に
要する経費を計上し対応するもの。

内容
　計画延長　L=1200m
　設計委託　一式　5,000千円

財源 財源名 金額

5,000 5,000 0 0 0 0和田側道線（仮称）改良事業 土木課 土木費 道路橋りょう費
基地周辺整備事
業費

0

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

5,000

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他



(単位：千円）

10 2 1

15

(単位：千円）

10 2 3

15

根拠法令 米子市下水道条例等

区分 金額
地方債学校教育施設等整備事業債 7,400 工事請負費 7,400

事業の概要
　農業集落排水が供用開始となった区域にある小学校の接続工事を行うもの。

事業の必要性
　水環境の保全を図るため法令等により処理施設への接続が定められているた
め、事業実施が必要である。

　伯仙小学校の農業集落排水接続工事において既設排水配管の使用ができないこ
とが判明したことから、排水配管の敷設延長の増加及び敷設深度を深くする必要が
生じたため、接続工事費の増額分について補正予算を計上し対応するもの。

内容
　農業集落排水への接続工事　一式　　7,400千円

財源 財源名 金額

7,400 15,289 0 0 7,400 0小学校下水道・農業集落排水接続事業 教育総務課 教育費 小学校費 学校建設費 7,889

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令 学校教育法

0

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

区分 金額
地方債 学校教育施設等整備事業債 13,000 工事請負費 13,000

事業の概要
　学校教育施設の整備、維持に必要な修繕、改修を行うもの。

事業の必要性
　学校教育施設の整備、維持、修繕を行い、児童が安全で安心な環境の下で教育
を受けられる環境を整える必要がある。

　本年4月、5月の集中豪雨、台風の影響により学校教育施設に雨漏り等が生じた
ため、屋上防水等の改修工事に要する経費を計上し対応するもの。

内容
　義方小学校教室棟（屋上防水、パラペット改修）
　福米西小学校屋内運動場（防水、軒樋改修）
　淀江小学校教室棟（屋上防水）
　工事請負費計　13,000千円

財源 財源名 金額

13,000 43,515 0 0 13,000 0小学校施設維持管理費 教育総務課 教育費 小学校費 学校管理費 30,515

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

0

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他



(単位：千円）

10 3 1

15

(単位：千円）

10 5 4

13

根拠法令

区分 金額
国庫 社会資本整備総合交付金 5,955 委託料 58,000

事業概要
　市立図書館は、建築後大きな修繕が行われないまま約３０年が経過しており、老
朽化・狭隘化が進み、バリアフリーの視点にも十分に対応できなくなっている。ま
た、美術館も築２７年を経過し施設の狭あい化やニーズの多様化などがあるため、
両施設の整備を行うもの。
　
事業の必要性
　情報・文化の発信拠点としての機能を充実させ、将来のニーズに応えるため、事
業の実施が必要である。

　施設整備に係る基本設計が９月末に完成する見込みであるため、基本設計を基
に行う実施設計について、補正予算を計上し対応するもの。

内容
　実施設計委託料　５８，０００千円

財源 財源名 金額

58,000 86,131 5,955 0 52,000 0図書館・美術館整備事業 文化課 教育費 社会教育費 教育文化施設費 28,131

地方債 社会教育施設整備事業債 52,000

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令 学校教育法

45

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

区分 金額
地方債学校教育施設等整備事業債 4,700 工事請負費 4,700

事業の概要
　学校教育施設の整備、維持に必要な修繕、改修を行うもの。

事業の必要性
　学校教育施設の整備、維持、修繕を行うことにより、生徒が安全で安心な環境の
下で教育を受けられる環境を整える必要がある。

　本年4月、5月の集中豪雨、台風の影響により学校教育施設に雨漏り等が生じた
ため、屋上防水等の改修工事に要する経費を計上し対応するもの。

内容
　　弓ヶ浜中学校教室棟、管理教室棟（屋上防水）　一式　4,700千円

財源 財源名 金額

4,700 23,064 0 0 4,700 0中学校施設維持管理費 教育総務課 教育費 中学校費 学校管理費 18,364

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

0

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他



(単位：千円）

13 1 1

14

15
22

(単位：千円）

13 2 1

15

根拠法令 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

県 農林業施設災害復旧事業費補助金 3,330
地方債 農林業施設災害復旧事業債 800

分担 土地改良事業費分担金 1,570 工事請負費 5,700

0

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

事業の概要
　平成２３年５月中旬の集中豪雨により、農地の法面が崩落したこと及び農業用
排水路が崩壊したため、復旧を行うもの。

　集中豪雨に対する災害復旧の必要が生じたため、補正予算を計上して対応する
もの。

積算根拠
　農地災害復旧事業　　　　　　1箇所（復旧延長L=13.0ｍ）　2,500千円
　農業用施設災害復旧事業   1箇所（復旧延長L=39.0ｍ）　3,200千円

財源 財源名 金額

5,700 5,700 0 3,330 800 1,570災害復旧事業（農業施設） 農林課 災害復旧費
農林水産業施設
災害復旧費

農林業施設災害
復旧費

0

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

区分 金額

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

補償補填及び 6,500
賠償金

工事請負費 123,000

区分 金額
国庫 公共土木施設災害復旧費負担金 66,666 使用料及び 500

　平成２３年５月中旬の豪雨により、市道福岡本宮線の法面崩落と市道上安曇大
袋２号線の上安曇橋の橋脚が沈下し、橋りょうの使用ができなくなったため災害復
旧を行うもの。

　集中豪雨に対する災害復旧の必要が生じたため、補正予算を計上して対応する
もの。

積算根拠
　市道福岡本宮線　　　　　　L=8.0ｍ　H=12.0ｍ　　　　3,500千円
　市道上安曇大袋２号線　　Ｌ=32.8ｍ　橋脚１基　　126,500千円

財源 財源名 金額

130,000 155,000 66,666 0 62,800 0災害復旧事業（道路） 土木課 災害復旧費
公共土木施設災
害復旧費

土木施設災害復
旧費

25,000

地方 土木施設災害復旧事業 62,800 賃借料

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

534

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他


